
Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc.

生産性向上で人と組織を潤す働き方改革
第二部 生産性向上のための業務再構築とAI等の技術活用
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業務改革で余裕を作り、人事改革で加速し、経営改革に取り組む。

時間

難
易
度

ツール導入

コミュニケーション
プロトコル

個人の意識

業務の進め方 人事制度

職場文化・
企業文化

事業構造

人事改革

業務改革

経営改革

出所：㈱三菱総合研究所
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業務改革のポイントは問題の所在の把握。打ち手は問題によって異なる。

• BPR（業務の見直し）
• 人材（多能工化）
• 評価制度の見直し

• 支援機能・組織の強化
/BPO導入

• RPA（業務の自動化）

意
識
改
革

改善策の実行問題の所在の把握現状の把握

ハード ソフト

新
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
活
用

総労働時間

本来業務

あなたが本来やるべき役割の
業務

本来業務の付帯業務

本来業務に付随して
生じる業務

（調整、移動、メール処理等）

間接業務

本来やるべき役割以外の業務
（経費精算、事務処理等）

• コミュニケーションスタイル
の刷新

• OVA（ムダ業務の削減）
• 決裁・承認プロセス改善
• 会議ルールの改善

出所：㈱三菱総合研究所
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業務改革はやりやすいところから始めがちだが、「ゼロベースの検討」から始めるべき

必要な
業務か

自部署で
やる必要が
あるか

内部を
部分的カット
できないか

頻度を
減らせないか

対象の規模、
量を減らせ
ないか

作業プロセス
を簡素化
できないか

業務の機械化、
手動化
できないか

標準化
できないか

作業を社外に
委ねられないか

業務の廃止
業務権限の
移譲、変更

業務品質の
効率的改善

業務頻度の
低減

業務に係わる
量の低減

作業プロセス
の簡素化

業務の
機械化、
手動化

業務の
標準化

業務の委託化
請負化

１．ゼロベースの検討 ２．レベル低減の検討 ３．作業プロセス変更の検討

部門内で
改善可能

社内調整で
改善可能

外部委託
により改善
可能

業務の
棚卸し

出所：㈱三菱総合研究所
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始めるにあたり、誰がどのような業務で負荷が高まっているのかを把握することが第一歩。

年間労働時間小 大

人
数

少

多

•誰が高負荷か
どの部署？どの役職？

•高負荷の要因は？
直接業務？間接業務？

出所：㈱三菱総合研究所
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新テクノロジー活用には慣れが必要。まず既存の業務での代替から取り組むと良い。

業務改革/
BPR

サービス
高度化

W
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」
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（「業務」の進め方）

既存 新規

新テクノロジー
活用

出所：㈱三菱総合研究所
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テクノロジーの活用を効果的に進めるためには、ロードマップの策定が有効。
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ビッグデータ・機械学習

自然言語処理系

画像系

音声系
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ン
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計画・最適化

ロボット

ハード・ソフトウェア

X-R
（AR/VR/MR/SR）
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ロ
ジ
ッ
ク

バックオフィス業務 生産 営業・マーケティング
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サ
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総
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その他技術

そ
の
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開発

研
究
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発
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そ
の
他

そ
の
他

事業領域×AI・その他技術で
AI活用機会をマッピングを行い、AIとの親和性を整理

技術別にトレンドを評価することで、
貴社の事業へのインパクト（いつ、どのくらい）

を定量的に予測する

出所：㈱三菱総合研究所




